










































































































































































































































































は,まさに形容詞抜きで「形式に対する実質の優先」(preeminence de la sub-
stance sur la forme)と表現すべきであろう２）。もしそれが認められれば，
フランスもまた，伝統的な会計観に抵触することなく「実質優先主義」を
取り入れた制度化を図れることは，上の分析からも明らかであろう。
　確かに，伝統的な文化を無視して新たな理念を導入することには，大い
なる抵抗を伴うか，時には不可能である。だからと言って，制度の国際的
な統一化ないしは調和化を，そのことのゆえにあっさりと断念してしまう
ことはどうか。会計の国際的な調和化か今や歴史的必然である以上，むし
ろその前提にたって理論の整備を図るべきではなかろうか。そして，伝統
的な自らの会計観を生かしつつ新たに導入した理念に沿った制度化を図る
ことが，必ずしも不可能ではないということを，実質ディフィザンスとリ
ースに関する上の二つの考察は，暗示しているように思う。そして，それ
こそが，国際的な調和化への唯一の可能な道なのではなかろうか。その場
合には，結果としての制度面の対応が同じものであるならば，その理論的
な根拠付けに対しては，それぞれの国の立場を認め合うことがぜひとも必
要である。
　一例を挙げて説明してみれば，日本とフランスは，同じく低価基準を採
用しているが，その意味合いは異なっている。フランスの場合，低価評価
は，貸借対照表における財産の状態を表示するために採用されている３）。
それに対して，もしも財産評価のための低価法の採用ということであるな
らば，それは期間損益計算の見地から合理性をもたないといって否定する
ことができないのではないか，ということである。もしもわれわれが，期
間損益計算の見地から発生主義に立って喪失原価を把握していると優位性
を主張しても，それは意味を持たない。なぜなら，それならば低価主義の
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任意採用は理屈に合わないわけであって，なぜフランスのように常に低価
評価をしないのかという反論が，浴びせられよう。この場合には，その根
拠はともかくとして，低価法の採用という点で，まがりなりにも制度的統
一は図られているわけであって，そのことを多とすべきではないか。ただ
し，その場合に，もしも強制適用の線で統一が図られるということになれ
ば，もちろん日本が発生主義にたって，論理一貫させなければならない。
　低価主義とか，先の実質ディフィザンス取引のオフ・バランス化，ある
いはリース取引のオン・バランス化といった限られた範囲の事柄について
は，上のような結論が一応は妥当するように思う。しかしながら，この結
論の最大の弱点は，国際的に考えられる会計制度自体の，首尾一貫性とい
うことがどうなるか，ということである。果たして，理論的な整合性をも
って，国際的な統一会計制度というものが考えられるのかどうか。確かに
そのような問題は残るけれども，会計の国際的な調和化を図る際の各国の
対応については，少なくともその理論的裏付けについて，各国の独自性を
大いに尊重すべきであるし，また，そういう形で，大抵の理念は制度的に
生かせるのではないか。さらにはそのための努力を，われわれは惜しむべ
きではないように思う。
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